
平成 13年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 5月 15日

上  場  会  社  名  株式会社ヨコオ 上場取引所 東

コード番号  6800 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 代表取締役社長 東京都

　　　 　 氏　　    名　　徳間順一 TEL (03) 3916 - 3111
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 15日 中間配当制度の有無　　有
定時株主総会開催日　　平成 13年 6月 28日

１. 13年 3月期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)経営成績 (単位：百万円未満切捨)

　　　売　　上　　高 　　営　業　利　益 　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 3月期 25,978 24.1 2,566 33.1 2,763 72.8

12年 3月期 20,937 11.2 1,928 227.3 1,599 176.0

         当 期 純 利 益 １株当たり
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％
13年 3月期 903 53.2 43.32 39.85 7.3 11.0 10.6

12年 3月期 589 1,762.8 31.28 31.25 5.9 7.8 7.6
(注)①期中平均株式数 13年 3月期    20,846,032株       12年 3月期    18,846,488 株 
    ②会計処理の方法の変更　　　無
    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

13年 3月期 12.00 4.00 8.00 247 27.4 1.9

12年 3月期 6.00 0.00 6.00 123 20.9 1.0
（注）13年 3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　4 円 00 銭 、　特別配当　           -  円     銭

(3)財政状態
      　総  資  産     株  主  資　本     株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
13年 3月期 25,682 12,738 49.6 610.98

12年 3月期 24,336 11,907 48.9 572.48
（注）期末発行済株式数　 13年 3月期    20,849,878株       12年 3月期    20,799,879株

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 11,200 600 230 4.00 － －

通　　期 24,000 1,700 750 － 4.00 8.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   35 円 97 銭 
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比較貸借対照表比較貸借対照表比較貸借対照表比較貸借対照表
- (単位：千円未満切捨）

比較増減
(△は減）
金額

% %

Ⅰ
1. 9,619,653 8,258,158 △ 1,361,494
2. 553,113 865,014 311,901
3. 5,032,204 5,233,384 201,180
4. 11,480 71,494 60,014
5. 373,583 772,522 398,939
6. 538,169 883,935 345,766
7. 9,580 16,478 6,897
8. 89,055 120,365 31,309
9. 594,095 589,624 △ 4,471
10. 834,909 1,237,232 402,322
11. 3,566 131 △ 3,435
12. 114,051 198,731 84,679

△ 34,400 △ 5,600 28,800
17,739,064 72.89 18,241,473 71.03 502,409

Ⅱ
1. 有形固定資産
(1) 1,568,069 1,544,222

1,097,520 470,549 1,071,022 473,200 2,650
(2) 148,377 155,677

124,940 23,437 128,708 26,968 3,531
(3) 1,761,448 1,681,217

1,348,898 412,549 1,140,065 541,152 128,602
(4) 59,029 56,877

37,350 21,679 29,104 27,772 6,093
(5) 2,049,096 1,661,285

1,727,187 321,909 1,117,131 544,154 222,245
(6) 656,813 656,813 -
(7) 214,537 437,359 222,821

2,121,475 8.72 2,707,420 10.54 585,945
2. 無形固定資産
(1) 4,673 3,435 △ 1,237
(2) 4,056 4,056 -

8,729 0.03 7,492 0.03 △ 1,237
3. 投資その他の資産
(1) 1,493,094 1,431,607 △ 61,486
(2) 1,856,879 1,894,327 37,448
(3) 189,738 392,219 202,480
(4) 300 300 -
(5) 100,000 100,000 -
(6) 271,063 450,665 179,601
(7) 234,687 234,434 △ 253
(8) 268,066 52,666 △ 215,400
(9) 163,032 177,913 14,881

△ 96,000 - 96,000
△ 13,200 △ 8,185 5,014
4,467,662 18.36 4,725,949 18.40 258,286
6,597,867 27.11 7,440,862 28.97 842,994
24,336,931 100.00 25,682,335 100.00 1,345,403

科            目

流 動 資 産

固 定 資 産

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計
建 設 仮 勘 定
土 地
減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

そ の 他
関係会社整理損失引当金
貸 倒 引 当 金
投資その他の資産合計

(資 産 の 部)

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 備 品
減 価 償 却 累 計 額
車 両 運 搬 具

そ の 他
貸 倒 引 当 金

関 係 会 社 株 式

施 設 利 用 会 員 権

繰 延 税 金 資 産
保 証 預 け 金

金額 構成比

出 資 金

金額

建 物
減 価 償 却 累 計 額

関 係 会 社 短 期 貸 付 金
自 己 株 式

構 築 物

ソ フ ト ウ ェ ア

構成比

自 己 株 式

仕 掛 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券

固 定 資 産 合 計

製 品

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

資 産 合 計

電 話 加 入 権
無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 有 価 証 券

前期
(平成12年 3月31日現在)

当期
(平成13年 3月31日現在)

26



比較増減
(△は減）
金額

% %

科            目
金額 構成比 金額 構成比

前期
(平成12年 3月31日現在)

当期
(平成13年 3月31日現在)

Ⅰ
1. 2,568,718 3,881,388 1,312,670
2. 1,855,462 1,975,748 120,285
3. 935,000 - △ 935,000

4. 6,500 6,500 -

5. 252,220 295,680 43,460
6. 96,722 99,920 3,197
7. 575,003 575,552 549
8. 39,697 5,058 △ 34,639
9. 70,865 53,922 △ 16,942
10. 162,000 193,000 31,000
11. 37,096 126,302 89,206
12. 24,084 25,127 1,042

6,623,369 27.22 7,238,200 28.18 614,830

Ⅱ
1. 5,000,000 4,866,000 △ 134,000
2. 381,500 - △ 381,500
3. 115,936 - △ 115,936
4. - 356,012 356,012
5. 308,690 483,210 174,520

5,806,126 23.85 5,705,222 22.22 △ 100,904
12,429,496 51.07 12,943,422 50.40 513,926

Ⅰ 3,929,270 16.15 3,996,269 15.56 66,998
Ⅱ 3,914,927 16.09 3,981,928 15.50 67,001
Ⅲ 290,400 1.19 311,047 1.21 20,647
Ⅳ
1. 任意積立金
(1) 83,000 83,000
(2) 815 -
(3) 50,481 37,200
(4) 2,975,000 3,109,296 12.77 3,510,000 3,630,200 14.14 520,903
2. 当期未処分利益 663,540 2.73 819,466 3.19 155,926

3,772,837 15.50 4,449,667 17.33 676,829
11,907,435 48.93 12,738,912 49.60 831,477
24,336,931 100.00 25,682,335 100.00 1,345,403

資 本 金
資 本 準 備 金

負 債 及 び 資 本 合 計

利 益 準 備 金
その他の剰余金

流 動 負 債

(資 本 の 部)

負 債 合 計
固 定 負 債 合 計

短 期 借 入 金

一 年 以 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

未 払 金

別 途 積 立 金

そ の 他 の 剰 余 金 合 計

固 定 負 債

そ の 他
設 備 関 係 支 払 手 形
賞 与 引 当 金

支 払 手 形
買 掛 金

未 払 法 人 税 等
前 受 金
預 り 金

転 換 社 債

流 動 負 債 合 計

資 本 計

長 期 借 入 金
退 職 給 与 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金

特 別 償 却 準 備 金

未 払 費 用

(負 債 の 部)

退 職 給 与 積 立 金
海 外 投 資 損 失 準 備 金
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比較損益計算書比較損益計算書比較損益計算書比較損益計算書
- (単位：千円未満切捨）

比較増減
(△は減）

百分比 百分比 金額
% %

Ⅰ 20,937,366 100.00 25,978,621 100.00 5,041,255
Ⅱ
1. 353,583 373,583
2. 5,821,769 6,566,288
3. 10,232,512 14,072,107

16,407,864 21,011,978
4. 373,583 16,034,281 76.58 772,522 20,239,456 77.91 4,205,174

4,903,084 23.42 5,739,164 22.09 836,080
Ⅲ 販売費及び一般管理費
1. 257,700 283,385
2. 23,992 54,355
3. 6,600 -
4. 43,330 52,860
5. 256,968 288,417
6. 656,615 779,555
7. 57,327 83,221
8. 60,912 79,130
9. 138,193 114,893
10. 7,626 7,276
11. 64,315 -
12. - 100,568
13. 140,452 155,741
14. 40,483 38,001
15. 19,418 21,923
16. 63,477 65,243
17. 38,767 19,464
18. 62,026 62,269
19. 25,391 21,492
20. 22,611 13,089
21. 11,309 10,642
22. 18,709 11,173
23. 191,244 202,490
24. 615,471 582,875
25. 151,926 2,974,872 14.21 124,707 3,172,780 12.21 197,908

1,928,212 9.21 2,566,384 9.88 638,172
Ⅳ
1. 54,614 37,972
2. 10,052 8,817
3. - 138,804
4. - 22,532
5. 88,420 -
6. 16,373 169,460 0.81 14,746 222,873 0.86 53,413

科　　　　　　　　　目

退 職 給 付 費 用

為 替 差 益

金額

当期
自  平成12年 4月 1日
至  平成13年 3月31日

前期
自  平成11年 4月 1日
至  平成12年 3月31日

金額

そ の 他

受 取 利 息
受 取 配 当 金

営 業 利 益

有 価 証 券 売 却 益
受 取 手 数 料

支 払 手 数 料
研 究 開 発 費
そ の 他

営 業 外 収 益

保 険 料
租 税 公 課
水 道 光 熱 費
諸 会 費

広 告 宣 伝 費
貸 倒 引 当 金 繰 入
役員退職慰労引当金繰入

売 上 総 利 益

退 職 金

売 上 高
売 上 原 価
製 品 期 首 棚 卸 高
当 期 製 品 製 造 原 価
製 品 仕 入 高
合 計
製 品 期 末 棚 卸 高

役 員 報 酬

運 賃 荷 造 費

賞 与 引 当 金 繰 入 額
従 業 員 賞 与
従 業 員 給 料

福 利 厚 生 費

接 待 交 際 費
減 価 償 却 費
賃 借 料

適 格 年 金 掛 金

旅 費 交 通 費
通 信 費
消 耗 品 費
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比較増減
(△は減）

百分比 百分比 金額
% %

科　　　　　　　　　目

金額

当期
自  平成12年 4月 1日
至  平成13年 3月31日

前期
自  平成11年 4月 1日
至  平成12年 3月31日

金額

Ⅴ
1. 67,857 -
2. - 16,942
3. - 4,058
4. 21,536 -
5. 160,956 -
6. 87,243 -
7. 156,298 -
8. 4,216 498,108 2.38 4,940 25,940 0.10 △ 472,167

1,599,564 7.64 2,763,317 10.64 1,163,753
Ⅵ
1. - 27,140
2. - 44,953
3. - 843,412
4. 3,552 3,552 0.02 1,142 916,648 3.52 913,095

Ⅶ
1. 43,306 80,539
2. 41,103 41,440
3. 31,241 135,607
4. - 72,947
5. 129,446 118,400
6. 265,360 265,360
7. 96,000 -
8. - 606,458 2.90 1,349,489 2,063,784 7.94 1,457,325

996,657 4.76 1,616,181 6.22 619,523
667,194 916,676
32,345 7,323

△ 292,440 407,098 1.94 △ 210,911 713,088 2.74 305,989
589,558 2.82 903,092 3.48 313,533
6,303 7,094 790

- 82,473 82,473
- 8,247 8,247

67,678 - △ 67,678
663,540 819,466 155,926

中 間 配 当 額
中間配当に伴う利益準備金積立額

貸 倒 引 当 金 戻 入 額
投 資 有 価 証 券 売 却 益

前 期 繰 越 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 損

そ の 他
経 常 利 益

過 年 度 税 効 果 調 整 額
当 期 未 処 分 利 益

法人税、住民税及び事業税

過年度法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

過年度役員退職慰労引当金繰入額

退職給付会計基準変更時差異償却額

固 定 資 産 除 売 却 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

施 設 利 用 会 員 権 評 価 損

施 設 利 用 会 員 権 売 却 損

関係会社整理損失引当金繰入額

固 定 資 産 売 却 益
退 職 給 付 信 託 設 定 益

社 債 利 息
為 替 差 損

社 債 発 行 費
社 債 発 行 差 金 償 却

営 業 外 費 用
支 払 利 息 及 び 割 引 料

特 別 利 益

支 払 利 息
手 形 売 却 損
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比較製造原価明細書比較製造原価明細書比較製造原価明細書比較製造原価明細書
(単位：千円未満切捨）

比較増減
(△は減）

金額 百分比 金額 百分比 金額
% %

Ⅰ 2,953,815 49.43 3,265,402 47.24 311,586

Ⅱ 1,898,404 31.77 2,181,526 31.56 283,121

Ⅲ 1,123,554 18.80 1,465,125 21.20 341,571

（ ） （ 226,962 ） （ 3.28 ） （ 270,134 ） （ 3.91 ） （ 43,171 ）

（ ） （ 249,569 ） （ 3.61 ） （ 376,071 ） （ 5.44 ） （ 126,502 ）

5,975,774 100.00 6,912,054 100.00 936,280

384,164 538,169 154,005

6,359,938 7,450,223 1,090,285

538,169 883,935 345,766

5,821,769 6,566,288 744,519

自  平成12年 4月 1日
至  平成13年 3月31日

前期 当期
自  平成11年 4月 1日
至  平成12年 3月31日

経 費

材 料 費

労 務 費

科　　　　　　　　　目

当 期 製 品 製 造 原 価

期 首 仕 掛 品 棚 卸 額

うち減価償却費

うち外注加工費

当 期 総 製 造 費 用

計

期 末 仕 掛 品 棚 卸 額
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利益処分案利益処分案利益処分案利益処分案
- (単位：千円未満切捨）

Ⅰ 663,540 819,466

Ⅱ

815 -

13,280 14,096 21,855 21,855

677,636 841,322

Ⅲ

12,400 16,600

123,142 165,306

（6円） （8円）

- 3,136

535,000 670,542 650,000 835,043

Ⅳ 7,094 6,279

（注） 中間配当を次のとおり実施しております。

平成12年12月8日 82,473千円（1株につき4円）

期　　　　　　　　　　別
科　　　　　　　　　目

当期

利 益 処 分 額

金額金額

合                計

1.

2.

3.

利 益 準 備 金

配 当 金

任 意 積 立 金

1.

（ １ 株 当 り 配 当 金 ）

次 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

任 意 積 立 金 取 崩 額

前期

海外投資損失準備金取崩高

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 高

特 別 償 却 準 備 金

別 途 積 立 金

2.
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32

1. 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券…償却原価法(定額法)によっております。

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券… 時価のあるもの　　　移動平均法による原価法によっております。

  時価のないもの　　　移動平均法による原価法によっております。

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品及び仕掛品：総平均法による原価法

3. 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産…定率法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、

法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

(2)無形固定資産（ソフトウェア）…ソフトウェア（自社利用分）については、社内に

おける利用可能期間（5年）に基づく定額法によ

っております。

4. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金　一般債権…貸倒実績率によっております。

貸倒懸念債権及び破産更生債権…財務内容評価法によっております。

(2) 賞与引当金

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職金の支給に充てるため、当期末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しており

ます。

なお、会計基準変更時差異( 2,031,026千円)は、当期において、投資有価証券(時

価 1,008,722千円)を退職給付信託に拠出することにより、同額を一時に費用処理

するほか、残高( 1,022,304千円)千円については 3年による按分額を特別損失に計

上しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により発生年度から費用処理しております。

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。

なお、過年度相当分は 2 期間で分割計上することと

しており、当期における引当金繰入額 265,360千円

は特別損失に計上しております。

5. リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針
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おります。

6. その他

消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

追加情報

（退職給付会計）

当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成 10年 6月 16日））を適用しております。この結果、従来の方法

によった場合と比較して、退職給付費用が 100,691 千円減少し、経常利益は 149,823

千円増加し、税引前当期純利益は 356,253千円減少しております。

また退職給与引当金は、退職給付引当金に含めて表示しております。

（金融商品会計）

金融商品については当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審議会 平成 11年 1月 22日））を適用し、有価証券の評

価基準及び貸倒引当金の計上方法を変更しております。この変更による損益への影響額

は軽微であります。

なお、当期においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて、時価評価を行

わず原価法で評価しております。平成 12年大蔵省令 8号附則第 4項によるその他有価

証券に係る貸借対照表計上額等は次のとおりであります。

貸借対照表計上額　　　　　1,400,517千円

時            価          1,160,592千円

評価差額金相当額          △139,036千円

繰延税金資産相当額　　　　  100,888千円

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、1年以内に満期の到来する有

価証券は流動資産の有価証券として、それら以外は投資有価証券として表示しておりま

す。その結果、流動資産の有価証券は 68,497 千円増加し、投資有価証券は 68,497 千

円減少しております。

また、前期において｢支払利息及び割引料｣に含めて表示していた手形割引料(前期

14,316千円)は、当期より｢手形売却損｣(4,058千円)として表示しております。

（外貨建取引等会計基準）

当期から改訂後の外貨建取引等会計基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する

意見書」（企業会計審議会 平成 11年 10月 22日））を適用しております。この変更によ

る損益への影響額はありません。



注   記   事   項
（貸借対照表関係）

1. 借入金担保に供しているものは次の通りです。 1. 借入金担保に供しているものは次の通りです。
（イ）工場財団    千円 （イ）投資有価証券 千円

 同上に対する債務額
一年以内返済予定の長期借入金 千円

（ロ）投資有価証券    

 同上に対する債務額
長期借入金 千円
（1年以内返済予定分を含む）

2. このうち外貨建の資産・負債は次の通りです。 2.

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

3. 授権株式数 千株 3. 授権株式数 千株
発行済株式総数 千株 発行済株式総数 千株

4. 関係会社に係る注記 4. 関係会社に係る注記
区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対
するものは次のとおりです。 するものは次のとおりです。

千円 千円

5. 偶発債務 5. 偶発債務
千円 千円
千円

6. 6. 期末日満期手形の処理
当期末日は金融機関が休日でありましたが、満期日に決済され
たものとして処理しています。
当期末日の満期手形は次の通りです。

千円
千円

7. 7.

8. 配当制限 8. 配当制限
貸借対照表に計上されているその他の剰余金のうちストックオ 貸借対照表に計上されているその他の剰余金のうちストックオ
プション制度に基づく自己株式189,738千円については,商法第 プション制度に基づく自己株式392,219千円については,商法第
290条第1項の規定により,配当に充当することが制限されるも 290条第1項の規定により,配当に充当することが制限されるも
のであリます。 のであリます。

918,863

受 取 手 形 割 引 高

関係会社株式には平成13年3月31日を払込期日とする株式会
社ヨコオファインメカに係る新株式払込金 100,000千円を
含んでおります。

167,554
751,408

受 取 手 形
支 払 手 形

 関 係 会 社
 短期貸付金

千 US$
900

892

67,820

24,145

95,535

95,914

35,132

303,700

40,000

12,169

57,111

買掛金

638
千円千 US$

千 HK$

千 S$
924

現金及び

585,722
1,042,853
972,084

支 払 手 形
買 掛 金

20,849

280,226売 掛 金

154,697

建 物
構 築 物

土 地
小　計

機械及び装置

千円

千円

（平成12年3月31日現在）

売掛金

換算差額相 場 に よ る

円 換 算 額

決算時の為替

預    金

2,686
千 HK$

千 HK$

2,275

当期

（平成13年3月31日現在）

前期

6,500
1,304,981
423,337

1,728,319

外 貨 額

6,000

貸借対照表
計 上 額

109,491

千 BFｒ
24,395

140,562
千円

千 S$

千 US$
967未収入金

合　計

259,845
23,437
412,549
609,149

千 US$

263,000

科目

千 NT$

40

2,008

千 HK$

千 S$

1,573

未 収 入 金
支 払 手 形

関係会社
株    式

200

千 US$

千 STG

100

千 M$

売 掛 金 の 譲 渡 高

未 収 入 金 563,444
売 掛 金

400,000

660,358

445,009

129,944

買 掛 金

輸 出 為 替 手 形 割 引 高

20,799

80,870

千円

40,000

102,669

149,742

2,346

千円
646,999

1,813

1,457

36,620

1,085

4,123

千 US$

千 S$

115,209

56,206

112,064
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（損益計算書関係）

1. 固定資産売却益の内容は次の通りです。 1. 固定資産売却益の内容は次の通りです。
362 千円 1,142 千円
3,189
3,552 1,142

2. 固定資産除売却損の内容は次の通りです。 2. 固定資産除売却損の内容は次の通りです。
 固定資産除却損  固定資産除却損

13,639 千円
15,912 千円 24,101
1,689
25,705 42,171
43,306 79,912

 固定資産売却損
627 千円
627

3.関係会社との取引に係るもの 3.関係会社との取引に係るもの
 関係会社との取引に係るものは、次の通りです。  関係会社との取引に係るものは、次の通りです。

687,766 千円 931,472 千円
千円 千円

（当期製品製造原価及び製品仕入高に含まれる） （当期製品製造原価及び製品仕入高に含まれる）
22,532 千円

4. 4.

615,471 千円 582,875 千円
712,288 1,006,741
1,327,759 1,589,616

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は次
の通りです。

一 般 管 理 費
当 期 製 造 費 用

計

一 般 管 理 費
当 期 製 造 費 用

計

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は
次の通りです。

14,878,18911,854,261

建 物
機 械 及 び 装 置 機 械 及 び 装 置

工 具 器 具 備 品
計

工 具 器 具 備 品

計

自　平成12年 4月 1日自　平成11年 4月 1日
当期前期

）（（ ） 至　平成13年 3月31日至　平成12年 3月31日

車 両 運 搬 具車 両 運 搬 具

車 両 運 搬 具

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品
計計

計

受 取 手 数 料

売 上 高
仕 入 高

売 上 高
仕 入 高
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（税効果会計関係）

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 繰延税金資産

58,385 千円 54,061 千円
22,709 40,483
15,021 203,189
129,804 69,149
54,432 137,495
40,805 40,331
40,368 22,485
14,235 17,244
375,762 584,441

繰延税金負債 繰延税金負債
15,642 13,410

繰延税金資産の純額 360,119 繰延税金資産の純額 571,030

2. 2.

（リース取引関係）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも 　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンスリース取引 の以外のファイナンスリース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
　額及び当期末残高相当額 　額及び当期末残高相当額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

232,090 47,513 184,576 214,187 67,950 146,236
411,693 244,034 167,659 295,065 154,582 140,483
266,490 70,058 196,431 257,764 93,500 164,263

合計 910,274 361,607 548,667 合計 767,017 316,034 450,983

②未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額
133,464 千円 137,190 千円
424,968 335,728
558,433 472,918

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
155,126 千円 151,998 千円
140,293 千円 147,853 千円
11,491 千円 14,432 千円

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法
……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする ……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
　　定額法によっております。 　　定額法によっております。

・利息相当額の算定方法 ・利息相当額の算定方法
……リース料総額とリース物件の取得価額相当額との ……リース料総額とリース物件の取得価額相当額との
　　差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい 　　差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい
　　ては利息法によっております。 　　ては利息法によっております。

機械及び装置機械及び装置

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間
の差異が100分の5以下であるため財務諸表等規則第8条の12
第3項により注記を省略しております。

減 価 償 却 累
計 額 相 当 額取得価額相当額

（ ）

退職給与引当金繰入限度超過額
関係会社整理損失引当金繰入額

賞与引当金損金算入限度超過額

当 期 末 残 高
 相 当 額

当 期 末 残 高
 相 当 額

（

特 別 償 却 準 備 金

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差
異原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差
異原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間
の差異が100分の5以下であるため財務諸表等規則第8条の12
第3項により注記を省略しております。

賞与引当金損金算入限度超過額
新規土地取得に係る負債利子
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 否 認
施 設 利 用 会 員 権 評 価 損 否 認

( 平 成 13 年 3 月 31 日 )( 平 成 12 年 3 月 31 日 )

未 払 事 業 税 否 認

当 期前 期

未 払 事 業 税 否 認

支払利息相当額

1 年 超
合 計

支 払 リ ー ス 料
減価償却費相当額 減価償却費相当額

工具器具備品工具器具備品

1 年 以 内

ソフトウェア ソフトウェア

そ の 他

特 別 償 却 準 備 金

）

支払利息相当額

取得価額相当額 減 価 償 却 累
計 額 相 当 額

1 年 以 内
1 年 超
合 計

支 払 リ ー ス 料

至 平 成 13 年 3 月 31 日

前 期
自 平 成 11 年 4 月 1 日
至 平 成 12 年 3 月 31 日

当 期

施 設 利 用 会 員 権 評 価 損 否 認
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 否 認

投 資 有 価 証 券 評 価 損 否 認

自 平 成 12 年 4 月 1 日

そ の 他

退職給付引当金繰入限度超過額
関 係 会 社 株 式 評 価 損 否 認
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(有価証券関係)

子会社及び関係会社株式で時価のあるものはありません。

（一株当たり情報）

1株当たり純資産額 572.48 円 610.98 円
1株当たり当期純利益 31.28 円 43.32 円
潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

(当期中の発行済株式数の増)

発行形態
転換社債の転換 49,999 株 円 1,340 円

円

前期

発行価格

当期

1株当たり純資産額
1株当たり当期純利益
潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

資本組入額発行株式数

円

2,680

自　平成11年 4月 1日
至　平成12年 3月31日

自　平成12年 4月 1日
至　平成13年 3月31日

31.25 39.85
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役員の異動（6月 28日付）

（新役職名） （氏 名） （現役職名）

(1) 役付の異動

取締役副社長 茂木　徳栄 専務取締役

取締役副社長 柳沢　和介 専務取締役

(2) 新任取締役候補

取締役（外部） 樋口　正夫 顧問

(3) 退任予定取締役

徳間　敬太郎 取締役会長


